
基本的な設計思想

① 全国⼀律の制度設計はあり得ない
・地域規模／市場規模／地理的特性 etc. の反映

→ 測定⽅法にグラデーションを持たせる

② 番組内容への直接的評価は避ける
・定量的基準を設けられる範囲

× ⾃社制作⽐率／プライム帯での放送時間量（最後の⼿段）
× 番組内容が地域のニーズを反映しているか
○ 従業員の組成が放送対象地域をカバーしているか

→ 県域内格差／地元出⾝アナへの愛着（橋本, 2020）

・基準を満たさない場合
→ なぜそれでも地域性を発揮しているといえるか ⾃ら⽰す

+ 第三者評価 1



組織の構成から地域性を担保する可能性

また，放送制度はこれらを前提として，たとえば従来型の「株式保有制限」や「役
員兼任制限」に頼る構造規制，あるいは「自社制作比率」に依存した議論から脱却
し，「役員の○○%，従業員全体の××%，報道部門の△△%，アナウンス部門の
□□%……を放送対象地域の出身者（当該エリアの教育機関卒業者等も含む）で構成
する」ことで間接的に「放送の地域性」を担保する（これにより少なくとも放送対
象地域内の情報格差は一定程度解消されるだろう）など，事業者の持続可能性と地
域住民の利益に資する新たな仕組みのあり方を検討する可能性も開けるだろう。

出典：橋本純次（2022c） 「『放送の地域性』研究の展望：事業者や地域の実情を踏まえた放送制度の実装に向けて」, 『放送メディア研究』15, pp.189-200, p.196.

「出⾝者」の定義（cf. 都道府県駅伝）

・本籍地
・出⾝中学校／⾼校／⾼等教育機関の所在地
・⼊社前に社会⼈として3年以上の居住実績
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基本⽅針（いずれも充⾜で「地域性あり」）

出⾝者要件／カバー率公表要件
① 経営層／全従業員／各部⾨の過半数が放送対象地域
「出⾝者」であること

② 各部⾨における下記カテゴリーごとの「出⾝者」数／
「出⾝者」割合が公表されていること

※ ひとりが複数の属性を有する場合はそれぞれにカウント

【県域放送局】
・道県内の市町村ごと
・道県内の⽂化圏（同⼀エリア内放送事業者の合議で画定）ごと

【広域放送局】
・放送対象地域内の各都府県ごと
・広域圏内の市町村ごと
・広域圏内の⽂化圏（同⼀エリア内放送事業者の合議で画定）ごと



情報公開 + 第三者評価

「地域性を充⾜している」とする根拠を⾃ら⽰す
基本⽅針を満たしていない場合
放送事業者総体として「地域性」をどのように
発揮していると考えるか 定義／根拠とともに公表する
【根拠の例】

・⾃社制作⽐率 + 地域ニーズに関する調査結果等
・単年度に扱った放送対象地域内⾃治体のカバー率
・放送対象地域内の企業／⼤学との連携状況
・イベント開催実績／CSR活動
・関連会社による地域貢献（cf. 九州朝⽇放送「Glocal K」）
・ネットを通じた情報発信チャネルの活⽤状況 etc.

・第三者評価機関（新組織︖BPO内︖）による定期的評価
→ ここでNGが出れば 当該事業者は「地域性なし」
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本発表のまとめ

経営層／全従業員／各部門の
過半数が放送対象地域「出身者」

基本方針：「出身者」要件／カバー率公表要件
本籍地／出身中学校／高校／高等教育機関の所在地／社会人として3年以上の居住実績

【県域放送局】
市町村／文化圏ごとの「出身者」カバー率を公表

【広域放送局】
県／市町村／文化圏ごとの「出身者」カバー率を公表

「地域性充足」の根拠を自ら示す
自身の考える「地域性」の定義／それを充足していると考える根拠

↓非充足↓

第三者期間による評価
「地域性なし」の場合 放送対象地域の拡張含む「地域性を求める施策」を利用できない
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例︓放送対象地域の拡張

① 組織構成を変えずに拡張する場合
・拡張前の放送事業者が「地域性あり」であること

+ ⼀定期間以内に 拡張後にも「地域性あり」となること

② 企業合併を伴う場合
・すべての放送事業者が「地域性あり」であること

+ ⼀定期間以内に 拡張後にも「地域性あり」となること

・認定放送持株会社の特例解除でも同様の考え⽅
・地域住⺠と放送事業者／ステークホルダーと事業者／
事業者内のコミュニケーションツールとして機能する
「測定⽅法」であるべき
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